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Ⅰ．事業計画 

１．調査目的 

「電気設備に関する技術基準を定める省令」（以下「省令」という。）に規定する技術的

要件に関して，その内容を具体的に示した「電気設備の技術基準の解釈」（以下「解釈」と

いう。）を定めており，省令に定める要件を満たすべき技術的内容はこの解釈の規定に限定

されるものではなく，省令に照らして十分な保安水準の確保が達成できる技術的根拠があれ

ば，解釈に記載のないものであっても省令に適合するものと判断されるものであるが，事業

者に頻繁に参照されるものである。 

本事業は，解釈で引用している規格のうち改正が行われたものについて，当該規格を引き

続き引用することの妥当性についての調査及び解釈に規定していない施工方法等について，

省令に適合するものであるかの調査を行うことを目的とする。 

 

２．事業の具体的内容 

（１）規格の調査 

規格を引用している解釈について，改正後の規格の技術的内容を確認し，引き続き解

釈に引用することの妥当性について調査する。 

調査結果を踏まえて必要に応じて解釈条文の見直しを検討する。なお，解釈条文の見

直しを行う場合は，従来の形態の条文に加え，第 16 回電力安全小委員会（平成 30 年 3

月 12 日）で示された技術基準の更なる性能規定化の仕組みを想定した条文案も作成し，

課題を調査する。 

調査の対象とする規格及び解釈の条文は，以下のとおり。 

（計９規格） 

・JIS H 3300(2009）「銅及び銅合金の継目無管」・・・第 9 条 

・JIS T 1022(2006)「病院電気設備の安全基準」・・・第 18条 

・JIS B 8210(2009)「蒸気用及びガス用ばね安全弁」・・・第 40条，第 122 条 

・JIS B 8265(2010)「圧力容器の構造― 一般事項」・・・第 40 条 

・JIS B 8265(2003)2008 追補「圧力容器の構造－一般事項」・・・第 122 条 

・JIS G 3352(2003）「デッキプレートの材質」・・・第 165 条 

・JIS C 3408(2000)「エレベータ用ケーブル」・・・第 172 条 

・JIS C 3410(2010)「船用電線」・・・第 172 条 

・JIS C 3003(1976)「エナメル銅線及びエナメルアルミニウム線試験方法」・・・第 118 条 

また，その他新たに制定された JIS 規格についても，必要に応じて解釈へ引用するこ

との妥当性について調査を実施すること。 
 

（２）省令への適合性の調査 

電技解釈第 14条第 1 項では，低圧電路の絶縁性能について，絶縁抵抗測定が困難な場

合は漏えい電流値で判断することが可能と規定されている。また同条の解説において，

漏えい電流値は必ずしも絶縁抵抗値に換算できないが，対地静電容量による電流の影響

を含めた漏えい電流が 1mA 以下の場合は，対地絶縁抵抗による電流は基本的にこの値よ
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り小さくなり，省令第 58条で定める絶縁抵抗値の基準と同等以上の絶縁性能を有してい

るものとみなすことができると記載されている。 

近年，漏えい電流の測定器には，対地絶縁抵抗による漏えい電流と対地静電容量によ

る漏えい電流を区別した測定が可能になっている現状を踏まえ，低圧電路の絶縁性能の

判断を対地絶縁抵抗による漏えい電流値で行うことの妥当性について，省令への適合性

の観点から調査及び検討を行う。 

また，その他の条文についても，必要に応じて課題を抽出し，調査を実施すること。 

 

３．事業実施方法 

学識経験者（電気工学，機械工学等を専攻とする大学教授等）及び産業界等（電気事業者，

メーカー等）から選定した委員により構成される委員会を設置して検討を行う。 

（委員会の構成） 

・委員会（3 回程度開催） 

委員：学識経験者 10 名程度，産業界等から選定した委員 5 名程度 

委員会の下に必要な作業会を設ける。 

・作業会（ＷＧ）（各 3～5 回程度開催） 

委員：学識経験者，産業界等から選定した委員 10～15 名程度 

（以上，仕様書どおり） 

（１）調査内容を検討する委員会の設置 

具体的な委員会等の構成を次のようにする。 

a．電気設備技術基準関連規格等調査委員会（本委員会） 

・学識経験者および専門家で構成する。なお，事務局より 1 名が委員として参加する。 

・本事業の調査項目について，幹事会，作業会の調査・検討結果を踏まえて審議・評価

等を行う。 

・必要に応じて学識経験者又は専門家を追加する。 

b．幹事会 

・学識経験者並びに各作業会の幹事から構成し，それぞれの検討の調整及びとりまとめ

を行う。 

・必要に応じて専門家を追加する。 

c．作業会 

・本事業の調査項目について，具体的な調査・検討を行う。 

・作業会は，「電気設備の技術基準」に関係する専門家で構成する。 

・必要に応じて専門家を追加する。 

d．事務局 

・一般社団法人 日本電気協会を事務局とする。 

  





4 
 

f．委員名簿 

電気設備技術基準関連規格等調査委員会 （本委員会） 

（敬称略） 

委員区分 氏名 所 属 

委員長 大崎 博之 東京大学 

委員 大木 義路 早稲田大学 

委員 若尾 真治 早稲田大学 

委員 熊田 亜紀子 東京大学 

委員 馬場 旬平 東京大学 

委員 渡邉 信公 職業能力開発総合大学校 

委員 道下 幸志 静岡大学 

委員 大熊 武司 神奈川大学 

委員 黒本 欣弘 電気事業連合会 

委員 礒  敦夫 一般社団法人 日本電機工業会 

委員 横山 繁嘉寿 一般社団法人 日本電線工業会 

委員 柳瀬 孝夫 電気保安協会全国連絡会 

委員 福島 周一 一般社団法人 日本電設工業協会

委員 吉岡 賢治 一般社団法人 日本電気協会 

オブザーバ 中川 幸成 経済産業省 電力安全課 

オブザーバ 吉川 真登 経済産業省 電力安全課 

事務局 都筑 秀明 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 金子 貴之 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 五十嵐 優一 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 田弘 伸輔 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 千葉 智博 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 洞木 吉博 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 齊藤 弘幸 一般社団法人 日本電気協会 
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電気設備技術基準関連規格等調査 幹事会  

（敬称略） 

委員区分 氏名 所 属 

主査 馬場 旬平 東京大学 

委員 梯  靖弘 関西電力送配電株式会社 

委員 真下 展宏 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 熊川 裕之 関西電力送配電株式会社 

事務局 都筑 秀明 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 金子 貴之 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 千葉 智博 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 洞木 吉博 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 齊藤 弘幸 一般社団法人 日本電気協会 

 

 

電気設備技術基準関連規格等調査 発変電作業会  

（敬称略） 

委員区分 氏名 所 属 

幹事 梯  靖弘 関西電力送配電株式会社 

委員 飯野 匡宏 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 渡邊  忠 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 古賀 雄貴 関西電力送配電株式会社 

委員 村田 浩介 中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社 

委員 徳永  晋 九州電力送配電株式会社 

委員 西出 篤史 株式会社日立製作所 

委員 矢野 徹 三菱電機株式会社 

委員 黒川 則人 東芝ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社 

委員 内藤 雄介 電源開発株式会社 

委員 中屋  剛 東北電力株式会社 

委員 柳沼 雄一郎 東京電力ﾘﾆｭｰｱﾌﾞﾙﾊﾟﾜｰ株式会社

委員 稲田 敬三 北陸電力株式会社 

委員 小森 健介 日立三菱水力株式会社 

委員 齋藤  武 東芝ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社 

事務局 岡本 竹弘 一般社団法人 日本電気協会 
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電気設備技術基準関連規格等調査 地中送電作業会  

（敬称略） 

委員区分 氏名 所 属 

幹事 真下 展宏 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 沖野 正喜 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 吉田 哲也 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 山田 章一郎 関西電力送配電株式会社 

委員 岡崎 友貴 九州電力送配電株式会社 

委員 須東 恵次 電源開発送変電ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

旧委員 小田桐 良介 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

旧委員 梨本  裕 電源開発送変電ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

事務局 宮原 和矢 一般社団法人 日本電気協会 
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電気設備技術基準関連規格等調査 需要設備第 1 作業会  

（敬称略） 

委員区分 氏名 所 属 

幹事 熊川 裕之 関西電力送配電株式会社 

委員 岸 淳一 関西電力送配電株式会社 

委員 猪飼 龍哉 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 中野 聡士 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 新屋 浩二 一般社団法人 日本電機工業会 

委員 遠藤 雄大 
独立行政法人 労働者健康安全機構  

労働安全衛生総合研究所  

委員 下川 英男 一般社団法人 電気設備学会 

委員 藤田 昌宏 一般社団法人 日本配線システム工業会 

委員 松橋 幸雄 全日本電気工事業工業組合連合会 

委員 渡辺 光則 一般社団法人 日本電線工業会 

委員 浅賀 光明 株式会社 関電工 

委員 伊藤 直哉 株式会社 きんでん  

委員 宮﨑 哲男 東光電気工事株式会社 

委員 鈴木 正美 一般財団法人 関東電気保安協会 

委員 小川 達也 一般財団法人 中部電気保安協会 

委員 松原 吉平 一般財団法人 関西電気保安協会 

委員 金谷 享 全国電気管理技術者協会連合会 

旧委員 大澤 敦 
独立行政法人 労働者健康安全機構  

労働安全衛生総合研究所  

事務局 小林 幸信 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 佐野 晋一郎 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 廣瀬 和紀 一般社団法人 日本電気協会 
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電気設備技術基準関連規格等調査 需要設備第 2 作業会  

（敬称略） 

委員区分 氏名 所 属 

幹事 熊川 裕之 関西電力送配電株式会社 

委員 岸  淳一 関西電力送配電株式会社 

委員 猪飼 龍哉 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 中野 聡士 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

委員 松橋 幸雄 全日本電気工事業工業組合連合会 

委員 鈴木 正美 一般財団法人 関東電気保安協会 

委員 小川 達也 一般財団法人 中部電気保安協会 

委員 松原 吉平 一般財団法人 関西電気保安協会 

委員 金谷  享 全国電気管理技術者協会連合会 

委員 島村 正彦 一般社団法人 日本電気計測器工業会 

事務局 小林 幸信 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 佐野 晋一郎 一般社団法人 日本電気協会 

事務局 廣瀬 和紀 一般社団法人 日本電気協会 
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(b) 実施事項 

ア.改正点の明確化 

旧規格と新規格を比較し，改正点を明確化する。 

イ.妥当性の検討 

上記を基に，当該条文の規定の趣旨などを踏まえ，引き続き新規格を引用するこ

との妥当性を検討する。 

ウ.改正案の検討 

新規格の引用が可能な場合は，電技解釈を改正する際の一例として当該条文の改

正案を作成する。 

 

 
 

 

② 省令への適合性の調査 

電技解釈第 14 条第 1 項では，低圧電路の絶縁性能について，絶縁抵抗測定が困難な場

合は漏えい電流値で判断することが可能と規定されている。また同条の解説において，

漏えい電流値は必ずしも絶縁抵抗値に換算できないが，対地静電容量による電流の影響

を含めた漏えい電流が 1mA 以下の場合は，対地絶縁抵抗による電流は基本的にこの値

より小さくなり，省令第 58 条で定める絶縁抵抗値の基準と同等以上の絶縁性能を有し

ているものとみなすことができると記載されている。 

近年，漏えい電流の測定器には，対地絶縁抵抗による漏えい電流と対地静電容量によ

る漏えい電流を区別した測定が可能になっている現状を踏まえ，低圧電路の絶縁性能の

判断を対地絶縁抵抗による漏えい電流値で行うことの妥当性について，省令への適合性
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の観点から調査及び検討を行う。 

担当作業会：需要設備作業会２ 

 

(a) 実施事項 

ア.解釈条文の制定経緯の調査 

電技解釈第 14 条第 1 項について規定の考え方や根拠等を取り纏める。 

イ.文献調査及びヒアリング調査 

近年，対地静電容量成分の多い機器（コンピュータ機器，無停電電源装置等）が

多くなり，対地静電容量に起因する電流（I0c電流）が多く流れる設備が増加してい

る。 

このような設備が多い場合，電路に絶縁不良が無くとも，I0電流（大半が I0c 電流）

が 1mA（電技解釈第 14 条第 1 項の規定値）を超えることについての実態を確認す

る。 

その際，過去に実施された対地絶縁抵抗による漏えい電流（I0r 電流）による絶縁

性能判定の有効性を確認した調査研究（集合住宅幹線等の絶縁管理に関する調査研

究報告書 2007 年 3 月）の報告書内容を確認し，適合性の判断を行うための参考情

報とする。 

近年では，I0r 電流と I0c 電流を区別して測定することが可能な測定器が流通して

いることから，流通している測定器について測定方式の違いによる特性を整理し，

機器毎の留意点を抽出する。 

ウ.妥当性の検討 

低圧電路の絶縁性能 の判断を対地絶縁抵抗による漏えい電流値で行うことの妥

当性について，省令への適合性の観点から調査及び検討し，電技解釈の解説の改正

案を作成する。 

  



12 
 

Ⅱ．調査結果 

委員会等の開催状況 

 本委員会等は以下の日程により開催した。 

 

本委員会 

 開催年月日 

第 1 回 令和2年7月28日 

第 2 回 令和3年1月15日 

第 3 回 令和3年3月3日 

 

幹事会 

 開催年月日 

第 1 回 令和3年2月24日 

 

発変電作業会 

 開催年月日 

第 1 回 令和2年8月26日 

第 2 回  令和2年10月13日 

 

地中送電作業会 

 開催年月日 

第 1 回 令和2年8月20日 

第 2 回  令和2年12月16日 

 

需要設備作業会 1 

 開催年月日 

第 1 回 令和2年10月22日 

第 2 回  令和2年11月25日 

第 3 回  令和2年12月23日 

 

需要設備作業会 2 

 開催年月日 

第 1 回 令和2年10月22日 

第 2 回 令和2年11月25日 

第 3 回 令和2年12月23日 

第 4 回 令和3年2月4日 
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１．電技解釈に引用されている規格の調査について 

 

１．１ 改正後の規格を引用することの妥当性調査・検討概要 

（１）旧規格と新規格の比較，新規格の分類・整理 

旧規格と新規格を比較し，「解釈における JIS 規格等引用の区分の考え方」（添付資料

１）に基づき JIS 等の規格毎に検討票（添付資料２）に整理した。調査結果を集約した

ものを表Ⅱ.1.1 に示す。 

（２）調査結果の概要 

改正された JIS 規格等を引用している解釈のうち，今回調査したのは 7条文，引用さ

れている JIS 規格等は 8規格である。 

これらの 8規格のうち，1 規格は分類 Cであり，当該規格の引用箇所に変更がなかっ

た。6規格については分類 D，新 JIS 規格をそのまま引用可能であるとの結論を得た。 

残り 1 規格（JIS C 3003）については分類 H であり，引用されている規格が廃止さ

れ，移行先のないものである。また，国交省の仕様書により施工されている実態を踏ま

え，電技解釈本文は規格名称や仕様書の名称を記載せず，「摩耗試験の実施」の要求に

とどめることが望ましいことを提案した。 

（３）電技解釈の改正案等 

調査結果に基づいて新規格を採用した場合の改正案（解釈第 9，18，40，122，165，

172，188 条）を「添付資料３」に示す。 

また，解釈の見直しに伴う電技解釈性能規定化条文案（解釈第 9，18，40，122，165，

172，188 条）の見直し案を「添付資料４」に示す。 
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この時の背景としては，停電を伴う絶縁抵抗測定が困難になっているため停電なしに

絶縁性能を判定する漏えい電流による絶縁性能基準を明確化した。判定として「漏れ電

流値 1mA」と定めているが，この程度の電流では過去の経験から火災の発生はほとんど

考えられないという理由に基づいている。 

 

電技解釈第１４条 

【低圧電路の絶縁性能】（省令第 5 条第 2項、第 58条） 

第 14 条 電気使用場所における使用電圧が低圧の電路は、第 147 条から第 149 条ま

での規定により施設する開閉器又は過電流遮断器で区切ることのできる電路ごと

に、次の各号のいずれかに適合する絶縁性能を有すること。 

一 省令第 58 条によること。 

二 絶縁抵抗測定が困難な場合においては、当該電路の使用電圧が加わった状態に

おける漏えい電流が、1mA 以下であること。 

2 電気使用場所以外の場所における使用電圧が低圧の電路（電線路の電線、第 13 条

各号に掲げる部分及び第 16 条に規定する電路を除く。）の絶縁性能は、前項の規定

に準じること。 

 

電技解釈第１４条の解説抜粋 

第二号は、一般家庭では停電して行う屋内配線等の絶縁抵抗測定が困難になってき

たため、停電せずに絶縁性能を判定する漏えい電流による絶縁性能基準を明確にした

ものである。漏れ電流計により測定する「漏えい電流測定」は、①対地絶縁抵抗によ

る電流の他に対地静電容量による電流が含まれること、②接地側電線の絶縁状態が確

認できないこと等により、必ずしも絶縁抵抗値に換算できない。しかし、対地静電容

量による電流の影響を含めた漏えい電流が 1mA 以下の場合は、対地絶縁抵抗による電

流は基本的にこの値より小さくなり、省令第 58 条で定める絶縁抵抗値の基準と同等

以上の絶縁性能を有しているものとみなすことができる。この値は、低圧電路に 1mA

程度の漏れ電流があっても人体に対する感電の危険はなく（人体に通じる電流を零か

ら漸次増していくと 1mA 前後ではじめて感じる。）、この程度の漏れ電流では、仮にこ

れが 1 箇所に集中したとしても過去の経験に照らして火災の発生はほとんど考えら

れないという理由に基づいて定められたものである。 

 

解説 14.1 図 
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（出典：電気設備学会 集合住宅幹線等の絶縁管理に関する調査研究報告書 2007 年 3 月） 

図Ⅱ.2.1 有効漏えい電流(I0r)測定器を使用した測定箇所の例 

 

c．戸建住宅での調査項目及びサンプル数 

漏えい電流（I0）の瞬時値測定を 614 箇所実施した。 

 

③測定結果 

a．瞬時値測定結果 

(a) 電灯幹線 

電灯幹線における漏えい電流（I0）測定では全体の 66.7％が 1mA を超過してお

り，33.3％は 1mA 以下であった。一方，有効漏えい電流（I0r）測定では，91.5％

が 1mA 以下で，残りの 8.5％が 1mA 超過となった。これより，有効漏えい電流

（I0r）測定により判定すれば，絶縁性能が不良と判定されるものは 8.5％まで減少

することになる。 
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表Ⅱ.2.2 電灯幹線における漏えい電流(I0)と有効漏えい電流(I0r)の割合 

（出典：社団法人 電気設備学会 集合住宅幹線等の絶縁管理に関する調査研究報告書 【2007 年 3 月】） 

 

(b) 動力幹線 

動力幹線における漏えい電流（I0）測定では全体の 60.2％が 1mA を超過してお

り，39.8％は 1mA 以下であった。一方，有効漏えい電流（I0r）測定では，全体の

75.8％が 1mA 以下で，残りの 24.2％が 1mA 超過となった。 

これより，有効漏えい電流（I0r）測定により判定すれば，絶縁性能が不良と判定

されるものは 24.2％まで減少することになる。 

 

表Ⅱ.2.3 動力幹線における漏えい電流(I0)と有効漏えい電流(I0r)の割合 

（出典：社団法人 電気設備学会 集合住宅幹線等の絶縁管理に関する調査研究報告書 【2007 年 3 月】） 
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(c)戸建住宅 

戸建住宅における漏えい電流（I0）の測定では，電灯では 1.5％，動力では 18.6％

が 1mA を超過しているが，集合住宅の共用幹線に比べて低い割合であることが分

かった。 

表Ⅱ.2.4 戸建住宅における漏えい電流(I0)の測定結果  

（出典：社団法人 電気設備学会 集合住宅幹線等の絶縁管理に関する調査研究報告書 【2007 年 3 月】） 

 

 

b．絶縁抵抗測定 

・I0r≦1mA ならば，R≧0.1MΩ（動力幹線は 0.2MΩ）となっていることから，絶縁不

良のものを良判定されることはない。 

・絶縁不良の回路は I0＞1mA。I0r＞1mA となっていることから，絶縁不良の場合は有

効漏えい電流（I0r）測定においても漏えい電流（I0）と同様に適切に不良と判定さ

れている。 

・I0r＞1mA となる幹線は，R≧0.1MΩ（動力幹線は 0.2MΩ）と，R＜0.1MΩ（動力幹線

は 0.2MΩ）となる場合があるから，安全サイドに判定されている。 
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（出典：社団法人 電気設備学会 集合住宅幹線等の絶縁管理に関する調査研究報告書 【2007 年 3 月】）  

図Ⅱ.2.2 電灯幹線における漏えい電流(I0)，有効漏えい電流(I0r)及び絶縁抵抗(R)の割合 

 

 

 

 

 



22 
 

 

（出典：社団法人 電気設備学会 集合住宅幹線等の絶縁管理に関する調査研究報告書 【2007 年 3 月】） 

図Ⅱ.2.3 動力幹線における漏えい電流(I0)，有効漏えい電流(I0r)及び絶縁抵抗(R)の割合 
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c．時系列測定 

漏えい電流（I0）と有効漏えい電流（I0r）の関係について，時間的な変化を見るた

めに測定調査を行った結果は次の通りとなった。 

・I0r＞1mA のときには常に I0＞1mA となった。 

・有効漏えい電流（I0r）は，負荷電流や漏えい電流（I0）に追従して変化する事例

が見られた。これは，比較的絶縁抵抗の低い家電機器の使用に伴うものと考えら

れる。 

・負荷電流や漏えい電流（I0）は変動するものの，有効漏えい電流（I0r）は一定で

ある事例も見られた。これは家電機器使用時の無効漏えい電流（I0c）によるもの

と考えられる。 

・配線絶縁不良や家電機器の絶縁不良の場合，漏えい電流（I0）と有効漏えい電流

（I0r）は近似値となる。 

・本来，有効漏えい電流（I0r）は負荷電流に依存しない量であるが，負荷電流の増

加にともない有効漏えい電流（I0r）も増加する場合が見られた。しかし増加部分

は本来の確認対象である集合住宅の幹線における有効漏えい電流（I0r）ではない

ので，安全側の測定結果となり，有効漏えい電流（I0r）により絶縁性能を判定す

ることは問題ないと考えられる。 

 

④調査結果のまとめ 

・漏えい電流（I0）の 1mA 超過率は，戸建住宅の約 2％（電灯）に対し，集合住宅等の

共用幹線は 67％と非常に高い。 

・有効漏えい電流（I0r）が 1mA 以下であれば，絶縁抵抗（R）は 0.1MΩ以上（動力幹線

は 0.2MΩ以上）となり，絶縁抵抗測定で「不良」となるものを「良」と判定される

ことはない。 

・有効漏えい電流（I0r）と漏えい電流（I0）は負荷により変化する場合もあるが，有効

漏えい電流（I0r）が漏えい電流（I0）を超えることはない。 

・集合住宅の共用幹線の漏えい電流（I0）が 1mA 超過で「不良」と判定される場合で

も，有効漏えい電流（I0r）測定では電灯幹線の場合はその 87％，動力幹線の場合は

その 60％が 1mA 以下で「良」と判定された。従って，有効漏えい電流（I0r）測定の

導入により絶縁性能を的確に判定できる。 

以上のことから，マンションなどの集合住宅の幹線における絶縁状態の確認において，

有効漏えい電流（I0r）の測定により適切な絶縁性能の判定が可能となることが分かった。

この結果を技術的側面から評価すると，有効漏えい電流（I0r）側面による判定方法の適

用は集合住宅の幹線に限定されるものではなく，一般の戸建住宅等にも適用できると考

えられる。 

有効漏えい電流（I0r）の測定は従来から実施している絶縁抵抗（R）測定及び漏えい電

流（I0）測定とは異なる手法であるため，有効漏えい電流（I0r）測定の適用にあたり，以

下のことを考慮する必要がある。 

・測定箇所はクランプ型電流センサを挟み込むことができ，かつ，電圧を測定できる
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箇所を選定する必要があること。 

・測定準備に時間がかかること。 

・電圧測定箇所における作業は低圧活線作業となるため，作業安全上の技能を要する

こと。 

・測定箇所は極力，配線用遮断器などの過電流保護装置の負荷側とすること。 

・測定装置が大型となるため，従来の測定方法と比べ作業性が低下すること。 
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（３）漏えい電流(I0)から対地絶縁抵抗による電流(I0r)を区別して測定することが可能な測

定器について 

I0 から I0r 電流を区別して測定することができる測定器のほとんどが，電圧と電流を

取り込みベクトル演算により値を求める方式ではあるが，測定回路（電路の結線方式）

によっては，I0r 電流を区別して測定することができない場合がある。よって，機器メー

カーのご協力のもと，その違いを一覧表で示した。（添付資料５） 
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（４）対地絶縁抵抗による電流(I0r)のみで判定することの妥当性について 

停電せずに絶縁性能を判定する漏えい電流(I0)には，対地絶縁抵抗による電流(I0r)の

他に対地静電容量による電流(I0c)が含まれるが，低圧電路の絶縁性能の判定を対地絶縁

抵抗による電流(I0r)のみで行うことの妥当性について，省令への適合性の観点から以下

のとおり整理する。 

 

a.対地絶縁抵抗による電流(I0r) 

(a) 「感電」の危険性について 

電路は大地から絶縁していなければならないが，絶縁体（絶縁物）の劣化や破損

等によって，対地絶縁抵抗値が下がり，対地絶縁抵抗による電流(I0r)が発生する。

この電流は，絶縁の劣化に伴い発生する電流であるため，本来絶縁され安全な箇所

が不安全となり，人体が接触することで感電する。（図Ⅱ.2.4 参照） 

(b) 「火災」の可能性について 

I0r の位相は電圧と同相であるため，有効分（力率 100 ％）に相当し，抵抗を含ん

だ導体を通過する際に熱エネルギーに変換されることから，火災を伴う漏電事故ま

で発展する可能性がある。 

ｂ. 対地静電容量による電流(I0c) 

(a) 「感電」の危険性について 

インバータ機器内のコンデンサに電荷が蓄えられるが，通常の使用状態では機器

内部のフィルタ回路等（静電容量Ｃ）を経由するため，I0c が人体を流れることはな

い構造となっており，感電のおそれはほぼないといえる。（図Ⅱ.2.5 参照） 

集合住宅においては，測定の方法上一括して計測するため，多くの充電電流(I0c)

を測定してしまうが，一か所に集中して多くの充電電流が発生しているわけではな

く，機械器具内のインバータや高調波対策のノイズフィルタ分等（図Ⅱ.2.6 参照），

分散した微小な充電電流が合成された結果，I0c が増大することとなる。そのため，

測定箇所を分散させれば I0c の値は小さくなる。（図Ⅱ.2.7 参照） 

(b)「火災」の可能性について 

I0c の位相は電圧に対して 90°位相差をもつため，無効電力（力率 0 ％）に相当

する。そのため，I0cの増加による火災のおそれはないものと考えられる。 

 

上記より，停電せずに絶縁性能を判定する漏えい電流(I0)から対地静電容量による電

流(I0c)を除去した値が，1mA 以下であれば省令で規定している絶縁性能を満足している

といえる。 
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図Ⅱ.2.6 電気機械器具における対地静電容量による電流のイメージ図 

 

 

 

図Ⅱ.2.7 集合住宅の幹線における I0測定イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

【電気機械器具内のフィルタ回路等の対地静電容量による電流のイメージ】 
①・・・ノイズフィルタと大地間の静電容量によるもの 
②・・・インバータと大地間の静電容量によるもの
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（５）電技解釈の解説の見直し案について 

調査結果に基づいた電技解釈第 14条の解説の見直し案を「添付資料６」に示す。 

解説案においては対地静電容量に関する記載のみとしている，これは，漏えい電流の

うち配線の誘導性リアクタンス（L）に起因する電流は，容量性リアクタンス（C）に起

因する電流に対して十分小さいため，実務上は無視して問題ないとされているためであ

る。また，L分を考慮したような記述とした場合，意図が伝わらず混乱をまねく可能性

があるとの意見もあり対地静電容量に特化した記載とした。 

なお，市場に流通する各種の I0r 方式の測定器は理論的に L 分が C 分より多かった場

合でも同じ I0r値を算出するものとなっている。 
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添付資料



 
 

 

 

  添付資料 1：電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考え方 

添付資料 2：電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格等に関する調査検討票 

添付資料 3：電技解釈の改正案〈参考〉 

添付資料 4：電技解釈性能規定化検討シート（平成 29年度報告書の見直し案） 

添付資料 5：漏えい電流測定器の比較 

添付資料 6：電技解釈第 14 条の解説の見直し案 

 

 







 

電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

 

1．JIS 引用電技解釈

条文 

電技解釈第 40 条【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】 

2．解釈における記述 第 40 条 ガス絶縁機器等に使用する圧力容器は、次の各号による

こと。 

二 ガス圧縮機を有するものにあっては、ガス圧縮機の最終段又は

圧縮絶縁ガスを通じる管のこれに近接する箇所及びガス絶縁

機器又は圧縮絶縁ガスを通じる管のこれに近接する箇所に

は、最高使用圧力以下の圧力で作動するとともに、日本工業

規格 JIS B 8210（2009）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」に

適合する安全弁を設けること。 

3．引用 JIS JIS B 8210（2009）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」 

4．新 JIS JIS B 8210（2017）「安全弁」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2017 改正：ISO 規格改正への対応および旧規格に規程の無かった液

体吹き出しに対する公称吹き出し量の簡易算出式の導入 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・定義及び適用範囲の見直し(ばねによって弁体を押さえる安全弁

だけでなく、おもり、てことおもりによるものにも適用）に伴う

変更 

・弁座気密性検査について、受渡当事者間の協定によって試験媒体

を定めることができるとし、試験媒体ごとに検査要領、漏れ量の

許容基準をより詳細に規定。 

今回の改正は ISO4126-1 および ISO4126-7 の改正に伴う見直しが

主となっている。項目が追加・細分化され、かつ、構成の見直しを

行っているが、規定内容は同等以上と考える。 

7．新 JIS の分類 D（規格の規程内容が同等以上） 

8．検討結果 分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考え

方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考

え方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられることか

ら、引用 JIS を新 JIS に置換するのみ。ただし、引用規格の名称が

変更されたため、規格名称は見直しが必要。 

なお，「解説」においては当該 JIS に関する記述はないことから，

「解説」の見直しは不要。 

10. 性 能 規 定 化 の 条

文案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

 

1．JIS 引用電技解釈

条文 

電技解釈第 40 条【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】 

2．解釈における記述 2 開閉器及び遮断器に使用する圧縮空気装置に使用する圧力容器

は、次の各号によること。 

二 空気タンクは、前号の規定に準じるほか、次によること。 

イ 材料、材料の許容応力及び構造は、日本工業規格 JIS B 8265

（2010）「圧力容器の構造－一般事項」に準じること。 

3．引用 JIS JIS B 8265（2010）「圧力容器の構造－一般事項」 

4．新 JIS JIS B 8265（2017）「圧力容器の構造－一般事項」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2017 改正：密接な関係が有る JIS B 8267（圧力容器の設計）との

整合、圧力容器の範囲の明確化、特定材料の追加に伴う許容引張応

力の設定などの改正を実施 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・圧力容器の範囲に接合継手が含まれることを明記（曖昧表現の見

直し） 

・水素燃料分野からの要望で ASME 参照材料（特定材料）を表 B.3

として追加し、許容引張応力を新規設定。その他、表 B.1 および表

B.4 に材料追加、表 B.4 から JIS H 4552(廃止)を削除。 

今回の改正で、規定する材料の追加・削除は有るが、規程内容（品

質・性能）は同等以上であると考える。 

7．新 JIS の分類 D（規格の規程内容が同等以上） 

8．検討結果 分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考え

方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考

え方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられることか

ら、引用 JIS を新 JIS に置換するのみ。 

なお，「解説」においても当該 JIS が記述されているため，年号

の見直しが必要。 

10. 性 能 規 定 化 の 条

文案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

 

1．JIS 引用電技解釈

条文 

電技解釈第 122 条【地中電線路の加圧装置の施設】 

2．解釈における記述 第122条  圧縮ガスを使用してケーブルに圧力を加える装置（以下こ

の条において「加圧装置」という。）は、次の各号によること。

一～四（省略） 

五 自動的に圧縮ガスを供給する加圧装置であって、減圧弁が故障

した場合に圧力が著しく上昇するおそれがあるものは、次によ

ること。 

 イ  （省略） 

ロ 圧力タンク又は圧力管のこれに近接する箇所及び圧縮機の最

終段又は圧力管のこれに近接する箇所には、最高使用圧力以

下の圧力で作動するとともに、日本産業規格 JIS B 8210 

（2009）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」に適合する安全弁

を設けること。ただし、圧力1MPa未満の圧縮機にあっては、

最高使用圧力以下で作動する安全装置をもってこれに代える

ことができる。 

3．引用 JIS JIS B 8210（2009）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」 

4．新 JIS JIS B 8210（2017）「安全弁」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2017 改正：ISO 規格改正への対応および旧規格に規程の無かった液

体吹き出しに対する公称吹き出し量の簡易算出式の導入 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・定義及び適用範囲の見直し(ばねによって弁体を押さえる安全弁

だけでなく、おもり、てことおもりによるものにも適用）に伴う

変更 

・弁座気密性検査について、受渡当事者間の協定によって試験媒体

を定めることができるとし、試験媒体ごとに検査要領、漏れ量の

許容基準をより詳細に規定。 

今回の改正は ISO4126-1 および ISO4126-7 の改正に伴う見直しが

主となっている。項目が追加・細分化され、かつ、構成の見直しを

行っているが、規定内容は同等以上と考える。 

7．新 JIS の分類 D（規格の規程内容が同等以上）  

8．検討結果 分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考え

方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考

え方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられることか

ら、引用 JIS を新 JIS に置換するのみ。ただし、引用規格の名称が

変更されたため、規格名称は見直しが必要。 

なお，「解説」においては当該 JIS に関する記述はないことから，

「解説」の見直しは不要。 

10. 性 能 規 定 化 の 条

文案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

 

1．JIS 引用電技解釈

条文 

電技解釈第 122 条【地中電線路の加圧装置の施設】 

2．解釈における記述 第122条  圧縮ガスを使用してケーブルに圧力を加える装置（以下こ

の条において「加圧装置」という。）は、次の各号によること。

一～四（省略） 

五 自動的に圧縮ガスを供給する加圧装置であって、減圧弁が故障

した場合に圧力が著しく上昇するおそれがあるものは、次によ

ること。 

イ 圧力管であって最高使用圧力が0.3MPa以上のもの及び圧力 

タンクの材料、材料の許容応力及び構造は、日本産業規格  

JIS B 8265（2003）「圧力容器の構造－一般事項」（JIS B 8265

（2008）にて追補）に適合するものであること。 

3．引用 JIS JIS B 8265（2003）「圧力容器の構造－一般事項」2008 追補 

4．新 JIS JIS B 8265（2017）「圧力容器の構造－一般事項」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2017 改正：密接な関係が有る JIS B 8267（圧力容器の設計）との

整合、圧力容器の範囲の明確化、特定材料の追加に伴う許容引張応

力の設定などの改正を実施 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・圧力容器の範囲に接合継手が含まれることを明記（曖昧表現の見

直し） 

・水素燃料分野からの要望で ASME 参照材料（特定材料）を表 B.3

として追加し、許容引張応力を新規設定。その他、表 B.1 および表

B.4 に材料追加、表 B.4 から JIS H 4552(廃止)を削除。 

今回の改正で、規定する材料の追加・削除は有るが、規程内容（品

質・性能）は同等以上であると考える。 

 

7．新 JIS の分類 D（規格の規程内容が同等以上） 

8．検討結果 分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考え

方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり、「電技解釈における JIS 規格等引用の区分の考

え方」に基づき、新 JIS を引用することが可能と考えられることか

ら、引用 JIS を新 JIS に置換するのみ。 

なお，「解説」においては当該 JIS に関する記述はないことから，

「解説」の見直しは不要。 

10. 性 能 規 定 化 の 条

文案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

1．JIS 引用電技解釈

条文 
電技解釈第 9 条【低圧ケーブル】 

2．解釈における記述 第 9 条 

（略） 

4 第 3 項各号に規定する性能を満足する MI ケーブルの規格は、第

3 条及び次の各号のとおりとする。 

（略） 

四 銅管は、次に適合するものであること。 

イ 日本工業規格 JIS H 3300（2009）「銅及び銅合金の継目

無管」に規定する銅及び銅合金の継目無管の C 1100、C 1201

又は C 1220 であること。 

ロ 厚さは、別表第 8 に規定する値を標準値とし、その平均

値が標準値の 90%以上、その最小値が標準値の 85%以上であ

ること。 

（略） 

 

3．引用 JIS JIS H 3300（2009）「銅及び銅合金の継目無管」 

4．新 JIS JIS H 3300（2018）「銅及び銅合金の継目無管」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2012 年改正：発光分光分析及び渦電流式導電率計を規定し，新たな

高強度銅として合金番号 C 5015 を追加した。 

ビッカース硬さについて，規格値を規定した。 

2018 年改正：高耐食銅として新たな合金の追加，寸法許容差におけ

る新たな区別の設定，他の規格と足並みをそろえるための様式

の改定を行った。 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・高強度銅として C 5015 を追加した。 

・高耐食銅として C 1260 を追加した。 

・表 3 の合金番号 C 1201，C 1220，C 1565，C 1862，C 5010 及び

C 5015 の質別 H において，外径の区分の下限値が規定のない箇

所があり，それぞれ数値を規定した。 

 

電技解釈に引用されている合金番号の種別について，外径の区分

の下限値が明示されたものがあるが，管のサイズの下限値であり，

機械的性質や化学成分に改正はされていないため，電技解釈に影響

はない。 

なお，銅管 MI ケーブルの国内製造はなく，使用されている場合

は海外からの輸入品と考えられる。 

7．新 JIS の分類 D（規格の規定内容が同等以上） 

8．検討結果 分類は D であり「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に

基づき新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり,「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」

に基づき，新 JIS を引用することが可能と考えられることから，引

用 JIS を新 JIS に置換するのみ。 

なお，「解説」においては当該 JIS に関する記述はないことから，

「解説」の見直しは不要。 

10．性能規定化の条文

案の見直し要否 

・電線の共通規格を「作成する場合」と「作成しない場合」の２案

を提示。 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

1．JIS 引用電技解釈

条文 
電技解釈第 18 条【工作物の金属体を利用した接地工事】 

2．解釈における記述 第 18 条 

（略） 

四 第一号、第二号及び第三号の規定における 1 線地絡電流が流

れた場合の接触電圧を推定するために用いる接地抵抗値は、実

測値又は日本工業規格 JIS T 1022（2006）「病院電気設備の

安全基準」の「附属書（参考）建築構造体の接地抵抗の計算」

によること。 

（略） 

 

3．引用 JIS JIS T 1022（2006）「病院電気設備の安全基準」 

4．新 JIS JIS T 1022（2018）「病院電気設備の安全基準」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2007 年改正：分岐回路における電流遮断器が動作状態となったと

きに警報を発する電流監視装置に関する規定を追加。 

2018 年改正： 

・我が国の屋内配電方式は，片側が接地されている接地配線方式

である。これを非接地配線方式にするため，絶縁変圧器を内蔵

した専用の分電盤を設けるのが一般的である。そのため，非接

地配線方式にするための分電盤の規定を追加した。 

・絶縁監視装置の目的として，当該電路の二線のいずれか一線で

も対地インピーダンスが 50kΩ以下となるような状態となっ

たとき，動作しなければならない旨を追記した。 

・旧規格で規定していた瞬時特別非常電源については，内容を大

幅に見直し，その名称も無停電非常電源に変更した。 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

医療施設における高い安全基準が求められたことへの対応，及び非

常電源に関する規格化が進むなどの環境の変化への対応が行われ

た。 

7．新 JIS の分類 C（引用されている規格自体は改正されているが，引用箇所の規定

内容に全く変更がない。） 

8．検討結果 分類は C であり「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に基

づき新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は C であり「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に

基づき新 JIS を引用することが可能と考えられることから，引用

JIS を新 JIS に置換するのみ。ただし，JIS の附属書表記が変更さ

れているため，「附属書（参考）」を「附属書 A（参考）」とする。

なお，「解説」においては当該 JIS に関する記述はないことから，

「解説」の見直しは不要。 

10．性能規定化の条文

案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

1．JIS 引用電技解釈

条文 
電技解釈第 165 条【特殊な低圧屋内配線工事】 

2．解釈における記述 第 165 条  

（略） 

2 セルラダクト工事による低圧屋内配線は、次の各号によること。

（略） 

五 セルラダクト工事に使用するセルラダクト及び附属品（ヘッダ

ダクトを除き、セルラダクト相互を接続するもの及びセルラダク

トの端に接続するものに限る。）は、次に適合するものであるこ

と。 

イ 鋼板で製作したものであること。 

ロ 端口及び内面は、電線の被覆を損傷しないような滑らかなも

のであること。 

ハ ダクトの内面及び外面は、さび止めのためにめっき又は塗装

を施したものであること。ただし、日本工業規格 JIS G 3352

（2003）「デッキプレート」の SDP3 に適合するものにあっては、

この限りでない。 

ニ ダクトの板厚は、165-1 表に規定する値以上であること。 

165-1 表 

ダクトの最大幅 ダクトの板厚 

150mm以下 1.2mm 

150mmを超え 

200mm以下 

1.4mm（日本工業規格 JIS G 3352（2003）

「デッキプレート」のSDP2、SDP3又はSDP2G

に適合するものにあっては1.2mm） 

200mmを超えるもの 1.6mm 

（略） 

3．引用 JIS JIS G 3352（2003）「デッキプレート」 

4．新 JIS JIS G 3352（2014）「デッキプレート」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2014 改正：引用 JIS の改正及び廃止に伴う関連 JIS との不整合，適

用できるめっき材料を規定した JIS の制定などへの対応。

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・使用するめっきの種類に JIS G 3312，JIS G 3313，JIS G3314，JIS 

G 3318，JIS G 3322 及び新たに制定された JIS G 3323“溶融亜鉛

－アルミニウム－マグネシウム合金めっき”を追加し，適用する

JIS によることを明記した。 

 

JIS を引用している電技解釈の規定内容は，腐食による機械的強度

の減少防止，板厚による機械的強度の担保であるが，機械的強度に

改正はなく，追加されためっきの種類についても使用実態に合わせ

た改正であるため，電技解釈に影響はない。 

7．新 JIS の分類 D（規格の規定内容が同等以上） 

8．検討結果 分類は D であり「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に

基づき新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり,「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に

基づき，新 JIS を引用することが可能と考えられることから，引用

JIS を新 JIS に置換するのみ。 

なお，「解説」においては当該 JIS に関する記述はないことから，

「解説」の見直しは不要。 

10．性能規定化の条文

案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

1．JIS 引用電技解釈

条文 
電技解釈第 172 条【特殊な配線等の施設】 

2．解釈における記述 第 172 条 

（略） 

3 エレベータ、ダムウェーター等の昇降路内に施設する、低圧屋

内配線及び低圧の移動電線並びにこれらに直接接続する低圧屋

内配線であって、使用電圧が 300V 以下のものには、次の各号に

適合するエレベータ用ケーブルを使用することができる。 

一 構造は、日本工業規格 JIS C 3408（2000）「エレベータ用

ケーブル」の「5 材料、構造及び加工方法」に適合すること。

二 完成品は、日本工業規格 JIS C 3408（2000）「エレベータ

用ケーブル」の「6 試験方法」の試験方法により試験したと

き、「4 特性」に適合すること。 

（略） 

 

3．引用 JIS JIS C 3408（2000）「エレベータ用ケーブル」 

4．新 JIS JIS C 3408（2014）「エレベータ用ケーブル」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2014 年改正：エレベータの制御・通信機能の高度化に対応するた

め，IEC 60227-6:2001 に採用されている同軸ケーブル，遮蔽

付き通信線を追加した。 

 また，近年製造されていない，天然ゴム絶縁ビニルシースケ

ーブル 4 種類，EP ゴム絶縁ビニルシースケーブル 4 種類及び

ビニル絶縁編組ケーブル 2 種類の計 10 種類を削除した。 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・ エ レ ベ ー タ の 制 御 ・ 通 信 機 能 の 高 度 化 に 対 応 す る た め ， IEC 

60227-6:2001 に採用されている同軸ケーブル，遮蔽付き通信線

を追加した。 

・近年製造されていない，天然ゴム絶縁ビニルシースケーブル 4 種

類，EP ゴム絶縁ビニルシースケーブル 4 種類及びビニル絶縁編

組ケーブル 2 種類の計 10 種類を削除した。 

 

使用実態に合わせた改正であり，電技解釈への引用に影響はな

い。 

7．新 JIS の分類 D（規格の規定内容が同等以上） 

8．検討結果 分類は D であり「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に

基づき新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり,「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」

に基づき，新 JIS を引用することが可能と考えられることから，引

用 JIS を新 JIS に置換するのみ。 

なお，「解説」においては当該 JIS に関する記述はないことから，

「解説」の見直しは不要。 

10．性能規定化の条文

案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

1．JIS 引用電技解釈

条文 
電技解釈第 172 条【特殊な配線等の施設】 

2．解釈における記述 第 172 条 

（略） 

4 水上又は水中における作業船等の低圧屋内配線及び低圧の管灯回

路の配線のケーブル工事には、次の各号に適合する船用ケーブルを

使用することができる。 

一 ケーブルの公称電圧が、0.6kV のものであること。 

二 材料及び構造は、日本工業規格 JIS C 3410（ 2010）「船用電

線」の「5 材料及び品質」及び「6 構造」に適合すること。 

三 完成品は、日本工業規格 JIS C 3410（ 2010）「船用電線」の

「7 試験方法」の試験方法により試験したとき、「4 特性」に適

合するものであること。 

（略） 

3．引用 JIS JIS C 3410（2010）「船用電線」 

4．新 JIS JIS C 3410（2018）「船用電線」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

2018 年改正：IEC 60092-351（絶縁材料）及び IEC 60092-359（シース

材料）が廃止され，新たに IEC 60092-360（絶縁及びシース

材料）が制定されたことによって，電話用（多対）ケーブル

の絶縁材料としてビニルが使用できなくなった。これに伴い，

電話用（多対）ケーブルの絶縁材料を EP ゴムへ変更するた

め に ， IEC 60092-353:2011 ， IEC 60092-354:2014 ， IEC 

60092-360:2014 及び IEC 60092-376:2003 を基にこの規格を

改正した。 

 また，単心ケーブルが交流配線で使用されることがあるた

め，単心ケーブルのあじろがい装の素線を，非磁性体である

亜鉛めっき鋼線及び実績の少ない銅合金線から，実績の多い

ステンレス鋼線へ統一した。 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

IEC 60092-351（絶縁材料）及び IEC 60092-359（シース材料）が廃

止され，新たに IEC 60092-360（絶縁及びシース材料）が制定された

ことによって，電話用（多対）ケーブルの絶縁材料としてビニルが使

用できなくなった。これに伴い，電話用（多対）ケーブルの絶縁材料

を EP ゴ ム へ 変 更 す る た め に ， IEC 60092-353:2011 ， IEC 

60092-354:2014，IEC 60092-360:2014 及び IEC 60092-376:2003 を基

にこの規格を改正した。 

また，単心ケーブルが交流配線で使用されることがあるため，単心

ケーブルのあじろがい装の素線を，磁性体である亜鉛めっき鋼線及び

実績の少ない銅合金線から，実績の多いステンレス鋼線へ統一した。

亜鉛めっき鋼線は磁性体であり誘導作用が働くため現行でも使用で

きない。また，銅合金線は使用実績が少ない。実態に合わせた JIS の

改正であり電技解釈への引用に影響はない。 

7．新 JIS の分類 D（規格の規定内容が同等以上） 

8．検討結果 分類は D であり「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に基

づき新 JIS を引用することが可能と考えられる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

分類は D であり,「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に基

づき，新 JIS を引用することが可能と考えられることから，引用 JIS

を新 JIS に置換するのみ。 

なお，「解説」においては電気用品安全法との関連に関する記載につ

いて修正が必要。 
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10．性能規定化の条文

案の見直し要否 

不要 

(JESC のリスト化のため条文は一部見直す) 
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電気設備の技術基準の解釈に引用されている JIS 規格に関する調査検討票 

1．JIS 引用電技解釈

条文 
電技解釈第 188 条【滑走路灯等の配線の施設】 

2．解釈における記述 第 188 条  飛行場の構内であって、飛行場関係者以外の者が立ち入ること

ができない場所において、滑走路灯、誘導灯その他の標識灯に接続する

地中の低圧又は高圧の配線は、第 123 条から第 125 条までの規定に準じ

るとともに、次の各号のいずれかによること。 

（略） 

四 滑走路、誘導路その他の舗装した路面に設けた溝に、次に適合する

ように施設すること。 

イ 配線の使用電圧は、低圧であること。 

ロ 電線は、断面積 2mm2 以上の軟銅より線を使用する 600V ビニル絶

縁電線であること。 

ハ 電線には、次に適合する保護被覆を施すこと。 

(ｲ) 材料は、ポリアミドであって、日本工業規格 JIS K 6920-2

（2009）「プラスチック－ポリアミド（PA）成形用及び押出用材

料－第 2 部：試験片の作製方法及び特性の求め方」の表 2 の溶融

温度により試験したとき、融点が 210℃以上のものであること。

(ﾛ) 厚さは、0.2mm 以上であること。 

(ﾊ) 保護被覆を施した 600V ビニル絶縁電線について、日本工業規

格 JIS C 3003（1976）「エナメル銅線及びエナメルアルミニウ

ム線試験方法」の「10.1 往復式耐摩耗性」の試験方法により、

おもりの質量を 1.5kg として保護被覆が擦り減って絶縁体が露

出するまで試験を行ったとき、その平均回数が 300 以上であるこ

と。 

ニ 溝には、電線が損傷を受けるおそれがないように堅ろうで耐熱性

のあるものを充てんすること。 

（略） 

3．引用 JIS JIS C 3003（1976）エナメル銅線及びエナメルアルミニウム線試験方法 

4．新 JIS 廃止 

移行 JIS：JIS C 3126-3(2011)「巻線試験方法 第 3 部：機械的特性」 

5．改正・移行の経緯

と概要 

1984 年改定：往復式耐摩耗性試験削除 

理由：IEC に含まれてないため 

1999 年改定： 

2011 年改定：IEC に整合させる 

6．引用 JIS と新 JIS

の規格内容の比較 

・電技解釈に引用されている往復式耐摩耗性試験は JIS C 3126-3(2011)

「巻線試験方法 第 3 部：機械的特性」には規定されていない。 

7．新 JIS の分類 H（引用されている規格が廃止され，移行先のないもの。） 

8．検討結果 分類は H であり，「解釈における JIS 規格引用の区分の考え方」に基づき

新 JIS を引用することが不可能と考えられる。 

国交省航空局の仕様書に基づいて電線が製造されているのが実態であ

るが、電技解釈と国交省の仕様書で規定(規格の引用)している耐摩耗試験

方法が若干異なる。 

9．電技解釈文の見直

し要否 

国交省の仕様書により施工されている実態を踏まえ、 

・電技解釈本文は規格名称や仕様書の名称を記載せず、「摩耗試験の実施」

の要求にとどめる。 

・解釈の解説において国交省の仕様書及びそちらに準じて施工することを

解説するのがよいと思われる。 

10．性能規定化の条文

案の見直し要否 

同上 
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電技解釈で引用しているＪＩＳ(JIS C 3003:1976)と国交省の仕様書で引用しているＪＡＳＯ(JASO 625-
:2020)の耐摩耗試験方法は微妙に異なっていることが分かった。

国交省の仕様書により施工されている実態を踏まえ、
・電技解釈本文は規格名称や仕様書の名称を記載せず、「耐摩耗試験の実施」の要求にとどめる。
・解釈の解説において国交省の仕様書及びそちらに準じて施工することを解説するのがよいと思われる。

元々、特別認可によってできた条文であるため、詳細に規定するよりも他法令などを準用しておく方が、
他法令との整合もとれるので望ましいと考える。

まとめ
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電気設備の技術基準の解釈 改正案＜参考＞ 

電技解釈第 9 条【低圧ケーブル】 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

【低圧ケーブル】（省令第 6 条、第 21 条、第 57 条第 1 項） 

第9条 使用電圧が低圧の電路（電気機械器具内の電路を除く。）の電線に使用するケーブルには、

電気用品安全法の適用を受けるもの、次の各号に適合する性能を有する低圧ケーブル、第3項各

号に適合する性能を有するMIケーブル、第5項に規定する有線テレビジョン用給電兼用同軸ケー

ブル、又はこれらのケーブルに保護被覆を施したものを使用すること。ただし、第172条第3項

の規定によりエレベータ用ケーブルを使用する場合、同条第4項の規定により船用ケーブルを使

用する場合、第181条若しくは第182条第四号イの規定により通信用ケーブルを使用する場合、

第190条第1項第四号イの規定により溶接用ケーブルを使用する場合又は第195条第1項第三号の

規定により発熱線接続用ケーブルを使用する場合は、この限りでない。 

（略） 

4 第 3 項各号に規定する性能を満足する MI ケーブルの規格は、第 3 条及び次の各号のとおりと

する。 

（略） 

四 銅管は、次に適合するものであること。 

イ 日本産業規格 JIS H 3300（2009）「銅及び銅合金の継目無管」に規定する銅及び銅合金

の継目無管のC 1100、C 1201又はC 1220であること。 

ロ 厚さは、別表第8に規定する値を標準値とし、その平均値が標準値の90%以上、その最小

値が標準値の85%以上であること。 

 

（略） 

 

  

 

【低圧ケーブル】（省令第 6 条、第 21 条、第 57 条第 1 項） 

第9条 使用電圧が低圧の電路（電気機械器具内の電路を除く。）の電線に使用するケーブルには、

電気用品安全法の適用を受けるもの、次の各号に適合する性能を有する低圧ケーブル、第3項各

号に適合する性能を有するMIケーブル、第5項に規定する有線テレビジョン用給電兼用同軸ケー

ブル、又はこれらのケーブルに保護被覆を施したものを使用すること。ただし、第172条第3項

の規定によりエレベータ用ケーブルを使用する場合、同条第4項の規定により船用ケーブルを使

用する場合、第181条若しくは第182条第四号イの規定により通信用ケーブルを使用する場合、

第190条第1項第四号イの規定により溶接用ケーブルを使用する場合又は第195条第1項第三号

の規定により発熱線接続用ケーブルを使用する場合は、この限りでない。 

（略） 

4 第 3 項各号に規定する性能を満足する MI ケーブルの規格は、第 3 条及び次の各号のとおりと

する。 

（略） 

四 銅管は、次に適合するものであること。 

イ 日本産業規格 JIS H 3300（2018）「銅及び銅合金の継目無管」に規定する銅及び銅合金

の継目無管のC 1100、C 1201又はC 1220であること。 

ロ 厚さは、別表第8に規定する値を標準値とし、その平均値が標準値の90%以上、その最小

値が標準値の85%以上であること。 

 

（略） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用 JIS を新 JIS に置換え 
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電気設備の技術基準の解釈 改正案＜参考＞ 

電技解釈第 18条【工作物の金属体を利用した接地工事】 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

【⼯作物の⾦属体を利⽤した接地⼯事】（省令第11条） 
第18条 鉄⾻造、鉄⾻鉄筋コンクリート造⼜は鉄筋コンクリート造の建物において、当該建物の

鉄⾻⼜は鉄筋その他の⾦属体（以下この条において「鉄⾻等」という。）を、第17条第1項から
第4項までに規定する接地⼯事その他の接地⼯事に係る共⽤の接地極に使⽤する場合には、建物
の鉄⾻⼜は鉄筋コンクリートの⼀部を地中に埋設するとともに、等電位ボンディング（導電性部
分間において、その部分間に発⽣する電位差を軽減するために施す電気的接続をいう。）を施す
こと。また、鉄⾻等をA種接地⼯事⼜はB種接地⼯事の接地極として使⽤する場合には、更に次
の各号により施設すること。なお、これらの場合において、鉄⾻等は、接地抵抗値によらず、共
⽤の接地極として使⽤することができる。 

（略） 
四 第⼀号、第⼆号及び第三号の規定における1線地絡電流が流れた場合の接触電圧を推定する

ために⽤いる接地抵抗値は、実測値⼜は⽇本産業規格 JIS T 1022（2006）「病院電気設備の
安全基準」の「附属書（参考）建築構造体の接地抵抗の計算」によること。 

 
 
 

【⼯作物の⾦属体を利⽤した接地⼯事】（省令第11条） 
第18条 鉄⾻造、鉄⾻鉄筋コンクリート造⼜は鉄筋コンクリート造の建物において、当該建物の

鉄⾻⼜は鉄筋その他の⾦属体（以下この条において「鉄⾻等」という。）を、第17条第1項から
第4項までに規定する接地⼯事その他の接地⼯事に係る共⽤の接地極に使⽤する場合には、建物
の鉄⾻⼜は鉄筋コンクリートの⼀部を地中に埋設するとともに、等電位ボンディング（導電性
部分間において、その部分間に発⽣する電位差を軽減するために施す電気的接続をいう。）を
施すこと。また、鉄⾻等をA種接地⼯事⼜はB種接地⼯事の接地極として使⽤する場合には、更
に次の各号により施設すること。なお、これらの場合において、鉄⾻等は、接地抵抗値によら
ず、共⽤の接地極として使⽤することができる。 

（略） 
四 第⼀号、第⼆号及び第三号の規定における1線地絡電流が流れた場合の接触電圧を推定する

ために⽤いる接地抵抗値は、実測値⼜は⽇本産業規格 JIS T 1022（2018）「病院電気設備の
安全基準」の「附属書A（参考）建築構造体の接地抵抗の計算」によること。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
引⽤ JIS を新 JIS に置換え 
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電気設備の技術基準の解釈 改正案 

 

電技解釈第４０条【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】 第１項第二号 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

第 40 条 ガス絶縁機器等に使用する圧力容器は、次の各号によること。 

二 ガス圧縮機を有するものにあっては、ガス圧縮機の最終段又は圧縮絶縁ガスを通じる管のこれに近接す

る箇所及びガス絶縁機器又は圧縮絶縁ガスを通じる管のこれに近接する箇所には、最高使用圧力以下の圧力

で作動するとともに、日本産業規格 JIS B 8210（2009）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」に適合する安全弁

を設けること。 

第 40 条 ガス絶縁機器等に使用する圧力容器は、次の各号によること。 

二 ガス圧縮機を有するものにあっては、ガス圧縮機の最終段又は圧縮絶縁ガスを通じる管のこれに近接す

る箇所及びガス絶縁機器又は圧縮絶縁ガスを通じる管のこれに近接する箇所には、最高使用圧力以下の圧力

で作動するとともに、日本産業規格 JIS B 8210（2017）「安全弁」に適合する安全弁を設けること。 

 引用 JIS を新 JIS に置換え

 

 

 

電技解釈第４０条【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】 第２項第二号 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

2 開閉器及び遮断器に使用する圧縮空気装置に使用する圧力容器は、次の各号によること。 

二 空気タンクは、前号の規定に準じるほか、次によること。 

イ 材料、材料の許容応力及び構造は、日本産業規格 JIS B 8265（2010）「圧力容器の構造－一般事項」に

準じること。 

2 開閉器及び遮断器に使用する圧縮空気装置に使用する圧力容器は、次の各号によること。 

二 空気タンクは、前号の規定に準じるほか、次によること。 

イ 材料、材料の許容応力及び構造は、日本産業規格 JIS B 8265（2017）「圧力容器の構造－一般事項」に

準じること。 

 引用 JIS を新 JIS に置換え

 

 

 

電技解釈第４０条【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】 第２項第五号 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

2 開閉器及び遮断器に使用する圧縮空気装置に使用する圧力容器は、次の各号によるこ

と。 

五 空気圧縮機の最終段又は圧縮空気を通じる管のこれに近接する箇所及び空気タンク又

は、圧縮空気を通じる管のこれに近接する箇所には最高使用圧力以下の圧力で作動すると

ともに、日本産業規格 JIS B 8210（2009）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」に適合する安

全弁を設けること。ただし、圧力1MPa未満の圧縮空気装置にあっては、最高使用圧力以下

の圧力で作動する安全装置をもってこれに替えることができる。  

2 開閉器及び遮断器に使用する圧縮空気装置に使用する圧力容器は、次の各号によること。 

五 空気圧縮機の最終段又は圧縮空気を通じる管のこれに近接する箇所及び空気タンク又は、圧縮空気を通

じる管のこれに近接する箇所には最高使用圧力以下の圧力で作動するとともに、日本産業規格 JIS B 8210

（2017）「安全弁」に適合する安全弁を設けること。ただし、圧力1MPa未満の圧縮空気装置にあっては、最高

使用圧力以下の圧力で作動する安全装置をもってこれに替えることができる。 

 引用 JIS を新 JIS に置換え
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【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】解釈第 40 条の解説改正案 ＜参考＞ 

現      行       （変更箇所    ） 改   正   案       （変更箇所    ） 備考 

第40条【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】 
〔解説〕一般の高圧ガスについては、高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）及び労働安全
衛生法（昭和47年法律第57号）に基づくボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第
33号）により取り締まられるが、電気工作物としての高圧ガスについては、高圧ガス保安法に
おいては、同法第3条第1項第六号及び同施行令第2条第2項で「発電、変電又は送電のために設
置する電気工作物並びに電気の使用のために設置する変圧器、リアクトル、開閉器及び自動し
ゃ断器であってガスを圧縮、液化その他の方法で処理するもの」は同法による適用を除外さ
れ、またボイラー及び圧力容器安全規則においては、同規則第125条第一号に基づく電気事業
法の適用を受けるボイラー及び圧力容器は同規則の認可、検査及び報告を要しないことにな
っている。 
第1項は、発変電所等に施設されるガス絶縁機器について、圧力容器としての保安の確保及び

絶縁耐力の維持の観点から規定している。 

（省略） 

第一号は、ガス絶縁機器の耐圧試験について、最高使用圧力の1.5倍の水圧に耐えることと
している。なお、大形圧力容器などであって、構造上水を満たすことに適さないものについ
ては、水圧の代わりに気圧で試験を行うこととしており、この場合の試験圧力は最大使用圧
力の1.25倍でよいこととしている（日本産業規格 JIS B 8265(2010)の「8.5 耐圧試験」参
照）。 

（省略） 

第2項は、電力系統において最も重要な地位を占める遮断器及び開閉器について、その保安及
び機能の確保という面から開閉器及び遮断器の操作用及び消弧用に使用する高圧ガス設備の
うち圧縮空気装置について規定している。 

第二号イは、圧縮空気装置の空気タンクの規格を示している。日本産業規格 JIS B 8265(2

010)「圧力容器の構造－一般事項」は、圧力容器関連4法（高圧ガス保安法、電気事業法、ガ

ス事業法及び労働安全衛生法）における技術基準（省令、告示など）の整合を図り、各技術基

準における共通事項を一般事項として規定しているため、空気タンクの材料、材料の許容応力

及び構造は、同JISに準じることとした。 

第三号は、圧縮空気を通じる管について示したもので、管の準拠規格、材料、材料の許容引

張応力は、JIS B 8265(2010)「圧力容器の構造－一般事項」の付表B.1及び付表B.3に示されて

いる。 
第3項は、圧力容器の低温使用限界を示したものである。日本産業規格 JIS B 8265（2010）

「圧力容器の構造－一般事項」では、低温使用限界は各強制法規における技術基準などで別途
定める規定によることとされている。これを受けて、従来引用していた日本産業規格 JIS B 
8243（1969）「火なし圧力容器の構造」（1993年廃止）の「2.1 材料一般」に準じ、⑲解釈で
低温使用限界を－30℃と規定した。 

 

第40条【ガス絶縁機器等の圧力容器の施設】 
〔解説〕一般の高圧ガスについては、高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）及び労働安全
衛生法（昭和47年法律第57号）に基づくボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第
33号）により取り締まられるが、電気工作物としての高圧ガスについては、高圧ガス保安法に
おいては、同法第3条第1項第六号及び同施行令第2条第2項で「発電、変電又は送電のために設
置する電気工作物並びに電気の使用のために設置する変圧器、リアクトル、開閉器及び自動し
ゃ断器であってガスを圧縮、液化その他の方法で処理するもの」は同法による適用を除外さ
れ、またボイラー及び圧力容器安全規則においては、同規則第125条第一号に基づく電気事業
法の適用を受けるボイラー及び圧力容器は同規則の認可、検査及び報告を要しないことにな
っている。 
第1項は、発変電所等に施設されるガス絶縁機器について、圧力容器としての保安の確保及

び絶縁耐力の維持の観点から規定している。 

（省略） 

第一号は、ガス絶縁機器の耐圧試験について、最高使用圧力の1.5倍の水圧に耐えることと
している。なお、大形圧力容器などであって、構造上水を満たすことに適さないものについ
ては、水圧の代わりに気圧で試験を行うこととしており、この場合の試験圧力は最大使用圧
力の1.25倍でよいこととしている（日本産業規格 JIS B 8265(2017)の「8.5 耐圧試験」参
照）。 

（省略） 

第2項は、電力系統において最も重要な地位を占める遮断器及び開閉器について、その保安
及び機能の確保という面から開閉器及び遮断器の操作用及び消弧用に使用する高圧ガス設備
のうち圧縮空気装置について規定している。 

第二号イは、圧縮空気装置の空気タンクの規格を示している。日本産業規格 JIS B 8265(2

017)「圧力容器の構造－一般事項」は、圧力容器関連4法（高圧ガス保安法、電気事業法、ガ

ス事業法及び労働安全衛生法）における技術基準（省令、告示など）の整合を図り、各技術基

準における共通事項を一般事項として規定しているため、空気タンクの材料、材料の許容応力

及び構造は、同JISに準じることとした。 

第三号は、圧縮空気を通じる管について示したもので、管の準拠規格、材料、材料の許容引

張応力は、JIS B 8265(2017)「圧力容器の構造－一般事項」の付表B.1及び付表B.3に示され

ている。 
第3項は、圧力容器の低温使用限界を示したものである。日本産業規格 JIS B 8265（2017）

「圧力容器の構造－一般事項」では、低温使用限界は各強制法規における技術基準などで別途
定める規定によることとされている。これを受けて、従来引用していた日本産業規格 JIS B 
8243（1969）「火なし圧力容器の構造」（1993年廃止）の「2.1 材料一般」に準じ、⑲解釈で
低温使用限界を－30℃と規定した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年号の見直し 
 
 
 
 
 
年号の見直し 
 
 
 
 
 
 
年号の見直し 
 
 
年号の見直し 
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電気設備の技術基準の解釈 改正案 

 

電技解釈第 122 条【地中電線路の加圧装置の施設】 第１項第五号 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

第 122 条 圧縮ガスを使用してケーブルに圧力を加える装置（以下この条において「加圧
装置」という。）は、次の各号によること。 

 
一～四（省略） 
 
五 自動的に圧縮ガスを供給する加圧装置であって、減圧弁が故障した場合に圧力が著

しく上昇するおそれがあるものは、次によること。 
 
イ 圧力管であって最高使用圧力が 0.3MPa 以上のもの及び圧力タンクの材料、材料の

許容応力及び構造は、日本産業規格 JIS B 8265（2003）「圧力容器の構造－一般
事項」（JIS B 8265（2008）にて追補）に適合するものであること。 

 
ロ 圧力タンク又は圧力管のこれに近接する箇所及び圧縮機の最終段又は圧力管のこ

れに近接する箇所には、最高使用圧力以下の圧力で作動するとともに、日本産業
規格 JIS B 8210（2009）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」に適合する安全弁を設
けること。ただし、圧力 1MPa 未満の圧縮機にあっては、最高使用圧力以下で作動
する安全装置をもってこれに代えることができる。 

 

第 122 条 圧縮ガスを使用してケーブルに圧力を加える装置（以下この条において「加圧
装置」という。）は、次の各号によること。 

 
一～四（省略） 
 
五 自動的に圧縮ガスを供給する加圧装置であって、減圧弁が故障した場合に圧力が著

しく上昇するおそれがあるものは、次によること。 
 
イ 圧力管であって最高使用圧力が 0.3MPa 以上のもの及び圧力タンクの材料、材料の

許容応力及び構造は、日本産業規格 JIS B 8265（2017）「圧力容器の構造－一般
事項」に適合するものであること。 

 
ロ 圧力タンク又は圧力管のこれに近接する箇所及び圧縮機の最終段又は圧力管のこ

れに近接する箇所には、最高使用圧力以下の圧力で作動するとともに、日本産業
規格 JIS B 8210（2017）「安全弁」に適合する安全弁を設けること。ただし、圧
力 1MPa 未満の圧縮機にあっては、最高使用圧力以下で作動する安全装置をもって
これに代えることができる。 

 

 引用 JIS を新 JISに置換

え 
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電気設備の技術基準の解釈 改正案＜参考＞ 

電技解釈第 165 条【特殊な低圧屋内配線工事】 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

【特殊な低圧屋内配線⼯事】（省令第56条第1項、第57条第1項、第64条） 
第165条 フロアダクト⼯事による低圧屋内配線は、次の各号によること。 

（略） 
2 セルラダクト⼯事による低圧屋内配線は、次の各号によること。 

（略） 
五 セルラダクト⼯事に使⽤するセルラダクト及び附属品（ヘッダダクトを除き、セルラダク

ト相互を接続するもの及びセルラダクトの端に接続するものに限る。）は、次に適合するも
のであること。 

イ 鋼板で製作したものであること。 
ロ 端⼝及び内⾯は、電線の被覆を損傷しないような滑らかなものであること。 
ハ ダクトの内⾯及び外⾯は、さび⽌めのためにめっき⼜は塗装を施したものであること。た

だし、⽇本産業規格 JIS G 3352（2003）「デッキプレート」のSDP3に適合するものにあっ
ては、この限りでない。 

ニ ダクトの板厚は、165-1表に規定する値以上であること。 
165-1表 

ダクトの最⼤幅 ダクトの板厚 
150mm以下 1.2mm 
150mmを超え 

200mm以下 
1.4mm（⽇本産業規格 JIS G 3352（2003）「デッキプレート」のSDP2、
SDP3⼜はSDP2Gに適合するものにあっては1.2mm） 

200mmを超えるもの 1.6mm 
 

（略） 
 

【特殊な低圧屋内配線⼯事】（省令第56条第1項、第57条第1項、第64条） 
第165条 フロアダクト⼯事による低圧屋内配線は、次の各号によること。 

（略） 
2 セルラダクト⼯事による低圧屋内配線は、次の各号によること。 

（略） 
五 セルラダクト⼯事に使⽤するセルラダクト及び附属品（ヘッダダクトを除き、セルラダク

ト相互を接続するもの及びセルラダクトの端に接続するものに限る。）は、次に適合するも
のであること。 

イ 鋼板で製作したものであること。 
ロ 端⼝及び内⾯は、電線の被覆を損傷しないような滑らかなものであること。 
ハ ダクトの内⾯及び外⾯は、さび⽌めのためにめっき⼜は塗装を施したものであること。た

だし、⽇本産業規格 JIS G 3352（2014）「デッキプレート」のSDP3に適合するものにあっ
ては、この限りでない。 

ニ ダクトの板厚は、165-1表に規定する値以上であること。 
165-1表 

ダクトの最⼤幅 ダクトの板厚 
150mm以下 1.2mm 
150mmを超え 

200mm以下 
1.4mm（⽇本産業規格 JIS G 3352（2014）「デッキプレート」のSDP2、
SDP3⼜はSDP2Gに適合するものにあっては1.2mm） 

200mmを超えるもの 1.6mm 
 

（略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
引⽤ JIS を新 JIS に置換え 
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電気設備の技術基準の解釈 改正案＜参考＞ 

電技解釈第 172 条【特殊な配線等の施設】 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

【特殊な配線等の施設】（省令第56条第1項、第2項、第57条第1項、第63条第1項） 
第172条 ショウウィンドー⼜はショウケース内の低圧屋内配線を、次の各号により施設する場合

は、外部から⾒えやすい箇所に限り、コード⼜はキャブタイヤケーブルを造営材に接触して施設
することができる。 

（略） 
3 エレベータ、ダムウェーター等の昇降路内に施設する、低圧屋内配線及び低圧の移動電線並び

にこれらに直接接続する低圧屋内配線であって、使⽤電圧が300V以下のものには、次の各号に
適合するエレベータ⽤ケーブルを使⽤することができる。 
⼀ 構造は、⽇本産業規格 JIS C 3408（2000）「エレベータ⽤ケーブル」の「5 材料、構造及

び加⼯⽅法」に適合すること。 
⼆ 完成品は、⽇本産業規格 JIS C 3408（2000）「エレベータ⽤ケーブル」の「6 試験⽅法」

の試験⽅法により試験したとき、「4 特性」に適合すること。 
4 ⽔上⼜は⽔中における作業船等の低圧屋内配線及び低圧の管灯回路の配線のケーブル⼯事に

は、次の各号に適合する船⽤ケーブルを使⽤することができる。 
⼀ ケーブルの公称電圧が、0.6kVのものであること。 
⼆ 材料及び構造は、⽇本産業規格 JIS C 3410（2010）「船⽤電線」の「5 材料及び品質」及

び「6 構造」に適合すること。 
三 完成品は、⽇本産業規格 JIS C 3410（2010）「船⽤電線」の「7 試験⽅法」の試験⽅法に

より試験したとき、「4 特性」に適合するものであること。 
 

【特殊な配線等の施設】（省令第56条第1項、第2項、第57条第1項、第63条第1項） 
第172条 ショウウィンドー⼜はショウケース内の低圧屋内配線を、次の各号により施設する場合

は、外部から⾒えやすい箇所に限り、コード⼜はキャブタイヤケーブルを造営材に接触して施
設することができる。 

（略） 
3 エレベータ、ダムウェーター等の昇降路内に施設する、低圧屋内配線及び低圧の移動電線並び

にこれらに直接接続する低圧屋内配線であって、使⽤電圧が300V以下のものには、次の各号に
適合するエレベータ⽤ケーブルを使⽤することができる。 
⼀ 構造は、⽇本産業規格 JIS C 3408（2014）「エレベータ⽤ケーブル」の「5 材料、構造及

び加⼯⽅法」に適合すること。 
⼆ 完成品は、⽇本産業規格 JIS C 3408（2014）「エレベータ⽤ケーブル」の「6 試験⽅法」

の試験⽅法により試験したとき、「4 特性」に適合すること。 
4 ⽔上⼜は⽔中における作業船等の低圧屋内配線及び低圧の管灯回路の配線のケーブル⼯事に

は、次の各号に適合する船⽤ケーブルを使⽤することができる。 
⼀ ケーブルの公称電圧が、0.6kVのものであること。 
⼆ 材料及び構造は、⽇本産業規格 JIS C 3410（2018）「船⽤電線」の「5 材料及び品質」及

び「6 構造」に適合すること。 
三 完成品は、⽇本産業規格 JIS C 3410（2018）「船⽤電線」の「7 試験⽅法」の試験⽅法に

より試験したとき、「4 特性」に適合するものであること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
引⽤ JIS を新 JIS に置換え 
 
引⽤ JIS を新 JIS に置換え 
 
 
 
 
引⽤ JIS を新 JIS に置換え 
 
引⽤ JIS を新 JIS に置換え 
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【特殊な配線等の施設】解釈第 172 条の解説改正案 ＜参考＞ 

現      行       （変更箇所    ） 改   正   案       （変更箇所    ） 備考 

第172条【特殊な配線等の施設】 
〔解説〕 
 
第1項～第3項 省略 
 
第4項では、作業船等で使用されるケーブルについて規定している。一般の船舶（船舶安全法

が適用されるもの）に設置される電気設備は、電気事業法第2条第1項第十八号（電気事業法施
行令第1条）によって「電気工作物」の定義から除外されているので、この解釈は適用されな
いが、推進器を有しないしゅんせつ船その他の作業船等の電気設備には、この解釈が適用され
る。 
一般の鉄鋼船の配線には、造船の工程途中の溶接火花におかされにくく、また配線工事を容

易にするような、特殊ながい装を有する船用ケーブルが使用されている。推進器を持たない作
業船等においても、大型になれば、この船用ケーブルが使用される場合が多い。この船用ケー
ブルは国際規格との関係から、一般に陸上で使用しているケーブルの規格と一致していない。
日本産業規格においても「船用電線」として、他のケーブルとは別に規格を定めている。した
がって、作業船等の配線に限って、この種のケーブルの使用を認めている。 
なお、日本産業規格JIS C 3410（2010）「船用電線」には、公称電圧が0.6kVのものと公称電

圧0.2kVのものとが規定されているが、公称電圧が0.2kVのものは、外装が鉛被又はアルミ被の
ものを除き、電気用品安全法の適用範囲のものであるため、本条では公称電圧0.6kVのものに
限定している。 

第172条【特殊な配線等の施設】 
〔解説〕 
 
第1項～第3項 省略 
 
第4項では、作業船等で使用されるケーブルについて規定している。一般の船舶（船舶安全法

が適用されるもの）に設置される電気設備は、電気事業法第2条第1項第十八号（電気事業法施
行令第1条）によって「電気工作物」の定義から除外されているので、この解釈は適用されな
いが、推進器を有しないしゅんせつ船その他の作業船等の電気設備には、この解釈が適用され
る。 
一般の鉄鋼船の配線には、造船の工程途中の溶接火花におかされにくく、また配線工事を容

易にするような、特殊ながい装を有する船用ケーブルが使用されている。推進器を持たない作
業船等においても、大型になれば、この船用ケーブルが使用される場合が多い。この船用ケー
ブルは国際規格との関係から、一般に陸上で使用しているケーブルの規格と一致していない。
日本産業規格においても「船用電線」として、他のケーブルとは別に規格を定めている。した
がって、作業船等の配線に限って、この種のケーブルの使用を認めている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電気用品安全法に

JIS C 3410 の 0.2kV

の規定（型式）されて

いないため、誤解を

招かないよう削除す

る。 
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電気設備の技術基準の解釈 改正案＜参考＞ 

電技解釈第 188 条【滑走路灯等の配線の施設】 

現行解釈 解釈改正案 変更点 

【滑⾛路灯等の配線の施設】（省令第56条第1項、第57条第1項） 
第188条 ⾶⾏場の構内であって、⾶⾏場関係者以外の者が⽴ち⼊ることができない場所におい

て、滑⾛路灯、誘導灯その他の標識灯に接続する地中の低圧⼜は⾼圧の配線は、第123条から第
125条までの規定に準じるとともに、次の各号のいずれかによること。 

（略） 
四 滑⾛路、誘導路その他の舗装した路⾯に設けた溝に、次に適合するように施設すること。 

（略） 
ハ 電線には、次に適合する保護被覆を施すこと。 

(ｲ) 材料は、ポリアミドであって、⽇本⼯業規格 JIS K 6920-2（2009
ポリアミド（PA） 2部：試験⽚の作製⽅法及び特性の求め⽅」
の表2の溶融温度により試験したとき、融点が210℃以上のものであること。 

(ﾛ) 厚さは、0.2mm以上であること。 
(ﾊ) 保護被覆を施した600Vビニル絶縁電線について、⽇本産業規格 JIS C 3003（1976）

「エナメル銅線及びエナメルアルミニウム線試験⽅法」の「10.1 往復式耐摩耗性」の試
験⽅法により、おもりの質量を1.5kgとして保護被覆が擦り減って絶縁体が露出するまで
試験を⾏ったとき、その平均回数が300以上であること。 

（略） 
 

【滑⾛路灯等の配線の施設】（省令第56条第1項、第57条第1項） 
第188条 ⾶⾏場の構内であって、⾶⾏場関係者以外の者が⽴ち⼊ることができない場所におい

て、滑⾛路灯、誘導灯その他の標識灯に接続する地中の低圧⼜は⾼圧の配線は、第123条から第
125条までの規定に準じるとともに、次の各号のいずれかによること。 

（略） 
四 滑⾛路、誘導路その他の舗装した路⾯に設けた溝に、次に適合するように施設すること。 

（略） 
ハ 電線には、次に適合する保護被覆を施すこと。 

(ｲ) 材料は、ポリアミドであって、⽇本⼯業規格 JIS K 6920-2（2009）「プラスチック
PA） 2部：試験⽚の作製⽅法及び特性の求め

⽅」の表2の溶融温度により試験したとき、融点が210℃以上のものであること。 
(ﾛ) 厚さは、0.2mm以上であること。 
(ﾊ) 保護被覆を施した600Vビニル絶縁電線について、おもりの質量を1.5kgとして保護被

覆が擦り減って絶縁体が露出するまで摩耗試験を⾏ったとき、その平均回数が300以上で
あること。 

（略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
JIS C 3003がIEC 整合化によ
り廃⽌となり、JISC 3126-3
へ移⾏となった。この際、
解釈に引⽤していた「往復
式耐摩耗試験」は IEC に規
定がないため、新 JIS には
規定されなかった。 

そのため、国交省の仕様書に
より施⼯されている実態を
踏まえ、電技解釈本⽂は規格
名称や仕様書の名称を記載
せず、「摩耗試験の実施」の
要求にとどめ、解釈の解説に
おいて国交省の仕様書及び
そちらに準じて施⼯するこ
とを解説するのがよいと思
われる。 
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【滑走路灯等の配線の施設】解釈第 188 条の解説改正案 ＜参考＞ 

現      行       （変更箇所    ） 改   正   案       （変更箇所    ） 備考 

第188条【滑走路灯等の配線の施設】 
〔解説〕本条は、航空法の規定によって飛行場内に設置する滑走路灯、滑走路末端灯、滑走路
中心線灯、接地帯灯、誘導路灯、誘導路中心線灯等に電気を供給する配線の施設方法について
規定している。 

（省略） 
 

第四号は、飛行場は十分に管理が行き届く場所であることから、低圧配線に使用する断面
積2mm2以上でハに示す保護被覆を施した電線（ビニル絶縁ポリアミド外装電線）を滑走路、
誘導路その他の舗装した路面に設けた溝に施設し、溝には電線が損傷を受けるおそれのない
ようにエポキシ樹脂などの堅ろうで耐熱性のあるものを充てんして施設したものを低圧配線
として使用できることを示している。 

 
 

第188条【滑走路灯等の配線の施設】 
〔解説〕本条は、航空法の規定によって飛行場内に設置する滑走路灯、滑走路末端灯、滑走路
中心線灯、接地帯灯、誘導路灯、誘導路中心線灯等に電気を供給する配線の施設方法について
規定している。 

（省略） 
 

第四号は、飛行場は十分に管理が行き届く場所であることから、低圧配線に使用する断面
積2mm2以上でハに示す保護被覆を施した電線（ビニル絶縁ポリアミド外装電線）を滑走路、
誘導路その他の舗装した路面に設けた溝に施設し、溝には電線が損傷を受けるおそれのない
ようにエポキシ樹脂などの堅ろうで耐熱性のあるものを充てんして施設したものを低圧配
線として使用できることを示している。 

なお、ビニル絶縁ポリアミド外装電線への摩耗試験は、国交省航空局の「航空灯火用特殊
機器仕様書（令和元年 国空管技第３１８号）」を準用することが適当である。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国交省の仕様書によ

り施工されている実

態を踏まえ、電技解

釈本文は規格名称や

仕様書の名称を記載

せず、「摩耗試験の

実施」の要求にとど

め、解釈の解説にお

いて国交省の仕様書

及びそちらに準じて

施工することを解説

するのがよいと思わ

れる。 
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